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Ⅰ　経営課題
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世界的な景気悪化 燃料価格の乱高下 　地球温暖化問題

大口電力は、機械や鉄鋼等の生産
　減の影響などから大幅な減少傾向
　（現在は在庫調整による極端な減少）

中部地域は国際競争力の高い　　
　企業が集積しており、景気回復時　
　の瞬発力は高い

近年の乱高下により、燃料価格は
　極めてボラティリティが高いことを　
　再認識

再び高騰に転じた場合、火力発電
　比率の高い当社は、価格競争力が
　低下

　

(億kWh)
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浜岡1,2号運転終了などにより原
　子力発電電力量の減少　　　　　
　

CO2排出削減必要量増加

　0.371

（5ヵ年平均目標）

使用電力量

CO2排出量

CO2排出原単位

(今回計画)

削
減
必
要
量

998

0.464

4,631

0.470

1,375

6,467

(kg-CO2/kWh)(万t-CO2)（％）
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大口計 機械 販売電力計

削減目標

2008～2012年度の5カ年平均で使用電力量

当たりのＣＯ2排出量を1990年度比で20%削減

　経営を取り巻く環境 1

販売電力量の推移（対前年増加率） 全日本通関CIF価格の推移 CO2排出原単位の削減

2月



　　　　エネルギーに関する

　ソリューション提案活動の推進

LNG火力機

一層の

効率性向上

LNG火力機

一層の

効率性向上

原子力比率

向　上

原子力比率

向　上 LNG設備増強LNG設備増強

■設備基盤強化

■積極的な販売活動の展開

『環境性』『経済性』に優れたヒートポンプ機器の積極的な推奨活動の展開

ガス,LNG販売およびオンサイトエネルギーサービスの提供

　　オール電化の推進

「エコキュート」を

効果的に訴求

お客さまの多様なニーズに対応

　コスト削減　　　　　　　　　環境負荷低減

　電力の高品質化　　　　　ｴﾈﾙｷﾞｰ設備管理

2　重点課題 2

《家庭向け》 《ビジネス向け》



■営業キャッシュフローの配分方針

　『電力の安定供給に不可欠な投資』および『株主への安定配当』に優先的に配分

そのうえで 『事業成長、発展のための戦略的投資』・『財務体質の改善』などに、

　　内容やバランスを十分に考慮して配分

営　業　キ　ャ　ッ　シ　ュ　フ　ロ　ー

3

電力の安定供給に

不可欠な投資

安定配当
　　　　　
一株当たり

年間 60円

財務体質の改善等

戦略的投資

　経営成果活用の基本方針 3

　株主還元の考え方

　現行（1株当たり年間60円）の配当水準の維持に努めていくことを基本とし、適時適切な利益　
還元の視点から、引き続き、財務状況や市場動向等を見極めながら、自己株式の取得を機　
動的に実施

　株主還元の考え方

　現行（1株当たり年間60円）の配当水準の維持に努めていくことを基本とし、適時適切な利益　
還元の視点から、引き続き、財務状況や市場動向等を見極めながら、自己株式の取得を機　
動的に実施



Ⅱ　供給計画



販売電力量は2018年度で1,465億kWhと計画、年平均伸び率は0.7％（気温閏補正後）

　　・　電灯需要は堅調に推移、特定規模需要は2009年度を底にして回復に向かうと想定

　　　　→　販売電力量が2007年度水準までに回復するのは、2013年度（5年後）の見通し

最大電力は2018年度で2,855万kWと計画、年平均伸び率は0.6％（気温補正後）

■電力需要見通し

今回 前回

1,448 1,466

億kWh 億kWh

2,830 2,853
万kW 万kW

最
大
電
力

販
売
電
力
量

前回計画との差
(2017年度時点)

前回差　▲18億kWh
前回比　▲1.2％

前回差　▲23万kW
前回比　▲0.8％

■販売計画の概要

4

(億kWh,万kW,%)
年平均増加率
(2007-18年度)

電　灯 361 366 370 391 412 1.2 （1.3）

低圧電力 54 51 48 46 43 ▲2.0 (▲1.6）

その他電力 19 18 18 16 15 ▲2.3 (▲2.3）

434 435 436 453 470 0.7 （0.8）

941 896 869 923 995 0.5 （0.6）

1,375 1,331 1,305 1,376 1,465 0.6 （0.7）

2,699 2,711 2,634 2,731 2,855 0.5 <0.6>

（注）（　）内は気温閏補正後、<　>内は気温補正後

2013年度
(計画)

最大電力（送電端）

販売電力量合計

2018年度
(計画)

特定規模需要以外の需要

特定規模需要

2007年度
(実績)

2008年度
(推実)

2009年度
(計画)

　販売計画 4



地点名・名称 出力 着工年月 運開年月
浜岡6号 140万kW級 2015年度（予定） 2018年から5年程度以内（目標）

上越1号系列（1-1,1-2号） 119万kW 2007年3月 2012年7月　2013年1月
上越2号系列2-1号 59.5万kW 2008年4月 2013年7月
上越2号系列2-2号 59.5万kW 2010年2月 2014年5月

徳山 15.34万kW 2008年9月 2014年度
御前崎 （1期　2期） 0.6万kW　1.6万kW 2007年10月　2009年6月 2009年8月　2010年6月

1地点 2.6万kW 2011年度 2012年度
太陽光 メガソーラーたけとよ 0.7万kW 2009年11月 2011年10月

大間 20.5/138.3万kW 2008年5月 2014年11月
敦賀3号 72.3/153.8万kW 2010年10月 2016年3月
敦賀4号 72.3/153.8万kW 2010年10月 2017年3月

原子力
他
社

風力
新エネ

自
社

火力（LNG）

原子力

水力

■主要電源設備計画　（2009～2018年度に424万kW ＋ 浜岡6号140万kW級）

■電源構成

●　浜岡1,2号の運転を終了（2009年1月30日廃止）し、そのリプレースとして浜岡6号の建設を計画　
●　上越2号系列2-2号の開発を3年程度前倒し （運開 ： 2017年7月 → 2014年5月）

14%11%11%11%

11%12%13%13%

43%44%41%41%

14%
15%16%16%

18%
18%19%19%

0 

1,000 

2,000 
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4,000 

2008年度 2009年度 2013年度 2018年度

26%20%20%17%

20%
21%23%24%

42%
46%44%46%

5% 4% 3%
3%
8%

9%
8%8%

1%1%
1%

0 

500 

1,000 

1,500 

2008年度 2009年度 2013年度 2018年度

※　2009年度以降、碧南火力発電所におけるバイオマス混焼分を含む。供給予備率（10.6％）　　 （14.3％）　　　 　（9.8％）　　　　 （9.0％）

（万kW）

原子力

石炭

LNG

石油

水力

原子力

石炭

LNG

石油等
水力
新エネ

電源設備構成 発電電力量構成 ※

（億kWh）

　設備計画（電源） 5



■流通設備計画

　新技術の導入や保安設備の高度化等による効率化を進めながら、安定供給の確保のために、　　
　　計画的な流通設備の建設を実施

需要拡大期に形成した設備の高経年化もふまえ、中長期的な視点から計画的かつ着実に流通　　
　 設備の改修を実施

件名 規模 着工年月 完工年月

275kV上越火力線 63km 2007年3月 2011年6月

275kV駿河東清水線 16km 1996年12月 2014年3月

500kV中部関西第二連系線 2km 2014年3月 2016年6月

500kV第二連系開閉所 - 2013年1月 2016年6月

500kV三岐幹線第二連系（開）π引込 1km 2014年3月 2016年6月

275kV東清水変電所 50万kVA 2014年3月

2014年12月

2006年3月一部使用

送電設備

東清水（変）FC 30万kW
変電設備 1995年9月

■LNG設備増強計画

安定的かつ柔軟なLNG調達を支える設備面の強化

件名 概要 着工年月 完工年月

伊勢湾横断ガスパイプライン 川越火力発電所～知多地区LNG基地間　約13.0km 2008年4月 　2013年度頃

川越LNGタンク増設 タンク容量18万㎥2基 2007年12月 　2012年度頃

知多LNG第二桟橋増強 20万㎥超級LNG船が接岸可能 2008年5月 　2009年度

川越LNG受入桟橋増強 20万㎥超級LNG船が接岸可能 2009年度後半 　2010年度頃

　設備計画（流通設備等） 6



8　設備投資額（個別） 7

（億円）

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

（実績） （推実） （計画） （計画）

986 1,169 1,313 1,387

送電 280 370 383 353

変電 164 223 318 380

配電 301 424 353 328

745 1,017 1,054 1,061

323 417 508 516

2,054 2,603 2,875 2,964

68 35 70 50

2,122 2,638 2,945 3,014

電源

原子燃料他

電気事業

附帯事業

総合計

流通



Ⅲ　販売目標



家庭用分野　 　　　　　「オール電化住宅の累計60万戸突破」　　 　　　　　　　
業務用・産業用分野　 「厨房・空調などの電化推進による80万kWの需要創出」

《参考》　年度別オール電化住宅採用件数
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　(　)内は新築戸建着工件数に占める採用割合　　　※2009年1月末

※

(採用戸数累計)
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2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 09.2末

（年度）

（千戸）

1年9ヶ月 1年5ヶ月5年1ヶ月

10万戸
(2000.3)

40万戸突破
(2008.6)

20万戸
(2005.4)

30万戸
(2007.1)

2007-2010年度
目標値

進捗
（2009年2月末実績）

進捗率 進捗の状況

オール電化
60万戸

（28.7万戸）
45.5万戸

（14.2万戸）
-

(49%)
「電気ならでは」の快適な生活について認知・評価された
ことにより、順調に進捗

電化厨房・空調 80万kW 42.3万kW 53％
お客さまニーズに合った最適なシステムの提案について
評価を得ることができたこと等により、順調な進捗

（　）内数値は2007－2010年度期間中の増分

■販売目標　 2010年度までに、

■オール電化住宅採用状況

　電気の販売目標 8



2010年度三事業合計 450億円程度　　　　　　　　
（2008年度推定実績　400億円程度）

　中部電力<附帯事業>
　　　　　　　　　

自社導管による

　ガス販売事業　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　中部電力<附帯事業>
　　　　　　　　　

自社導管による

　ガス販売事業　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　環境意識の高まりなどを背景に、　　
　これまでの分野を越えたエネルギー　
　市場が形成されている

　時流に応じ、総合マネジメントのもと
　に三事業を展開

6
6

■売上高目標

ガスおよびLNG販売量の推移

7
15 169

22
29

30 32

2 51
7
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2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008(推実)

（万t）

ガス販売（中部電力）

ﾀﾝｸﾛｰﾘｰによるLNG販売
（ｴﾙ･ｴﾇ･ｼﾞｰ中部、北陸ｴﾙﾈｽ）

5
8 11

27

36

45
48

　ガス、LNG及びｵﾝｻｲﾄｴﾈﾙｷﾞｰ事業の目標 9

エル・エヌ・ジー中部　
北陸エルネス

ﾀﾝｸﾛｰﾘｰによる

LNG販売事業
　

エル・エヌ・ジー中部　
北陸エルネス

ﾀﾝｸﾛｰﾘｰによる

LNG販売事業
　

（年度）

中　部　電　力　（エネルギー事業部）

　シーエナジー
　

オンサイト

　エネルギー事業　

　　　　　　　　　　　

　シーエナジー
　

オンサイト

　エネルギー事業　

　　　　　　　　　　　



Ⅳ　補足



　原子力発電計画 10

2014年度 2015年度 2016年度 2018年～

 浜岡6号
 

 

大間 敦賀3号 敦賀4号 　

（電源開発） （日本原子力発電） （日本原子力発電） 　

20.5万kW 72.3万kW 72.3万kW 　
出力：138.3万kW 出力：153.8万kW 出力：153.8万kW 　

2014年11月～ 2016年3月～ 2017年3月～ 　

140万kW級自社開発
140万kW

他社電源
165.1万kW

    2018年から

   5年程度以内

      （目標）

合計　約305万kＷ合計　約305万kＷ



14

1号機

6号機
取水塔

3号機 4号機

5号機

6号機
使用済燃料
　乾式貯蔵施設

2号機
取水塔

1号機
取水塔

1･2号機放水口

2号機取水槽

1号機取水槽

1･2号機
共用排気筒 2号機

6号機
排気筒

6号機
放水口

6号機
取水槽

■概要図

■浜岡原子力発電所リプレース計画

1,2号機の運転を終了し、そのリプレースとして6号機の建設を計画

敷地内に使用済燃料乾式貯蔵施設の建設を計画

■リプレース計画の期間

　浜岡原子力発電所リプレース計画 11

　 設　備　概　要  2008年12月 2018年

6号機の建設

1,2号機の廃止措置

使用済燃料
乾式貯蔵施設の建設

改良型沸騰水型軽水炉
（ABWR）

140万kW級

沸騰水型軽水炉（BWR）
1号機：54万kW
2号機：84万kW

乾式貯蔵方式
約700トン・ウラン規模

約60m×50m×（高さ）25ｍ

◆廃止措置計画の検討

　　　　　　　　　　　　　　　◆着工
　　　　　　　　　　　　　　　　　　2015年(予定)

◆地質調査　　　◆着工
◆使用開始
　　2016年度(目標）

◆運転開始
　　2018年から5年程度以内（目標）



15　高効率LNG火力発電所の開発 12

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 （年）

新名古屋火力8号系列
153.4万kW　熱効率58％

▼'05/7月着工

　  　　　▲'08/4月～10月運開

上越火力1号系列
119万kW　熱効率57％

▼'07/3月着工 　  ▼1-1号'12/7月運開

　  ▲1-2号'13/1月運開

上越火力2号系列2-1号
59.5万kW　熱効率57％

▼'08/4月着工

 ▲'13/7月運開

上越火力2号系列2-2号
59.5万kW　熱効率57％

▼'10/2月着工

　  '14/5月運開 ▲



15　新名古屋LNG火力発電所8号系列 13

出力 運開年月 熱効率 LNG削減効果 CO2削減効果

約35万ｔ／年 約100万t-CO2／年58%153.4万kW 2008年10月



15　上越LNG火力発電所計画 14

ユニット 出力 着工年月 運開年月 熱効率 LNG削減効果 CO2削減効果

2012年7月［1-1］

2013年1月［1-2］

2号系列2-1号 59.5万kW 2008年4月 2013年7月

2号系列2-2号 59.5万kW 2010年2月 2014年5月

57% 約60万ｔ／年 約160万t-CO2／年

1号系列 119万kW 2007年3月

新潟県上越市内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2009年3月現在　（進捗率13％）

本館・発電施設基礎

２－１ １－２ １－１

No.1 LNGタンク

No.2 LNGタンク

No.3 LNGタンク基礎
煙突基礎

２－２



知多地区ＬＮＧ事業所基地

東邦ガス（株）
四日市工場

中部電力（株）
川越火力発電所

②伊勢湾横断
　ガスパイプライン敷設
(赤点線　　は東邦ガス分)

①LNGタンク増設　　　　
&LNG受入桟橋増強

③LNG第二桟橋増強

16

件名 概要 着工年月 完工年月

川越LNGタンク増設 タンク容量18万㎥2基 2007年12月 2012年度頃

川越LNG受入桟橋増強 20万㎥超級LNG船が接岸可能 2009年度後半 2010年度頃

② 伊勢湾横断ガスパイプライン 川越火力発電所～知多地区LNG基地間　約13.0km 2008年4月 2013年度頃

③ 知多LNG第二桟橋増強 20万㎥超級LNG船が接岸可能 2008年5月 2009年度

①

　LNG設備増強計画
　安定的かつ柔軟なLNG調達を支える設備の強化

15



出　力
（万ｋＷ）

当社出資
割合

着工時期 運開時期

1 140.0 15% 2006年2月 2008年6月

2 52.5 50% 2004年4月 2006年6月

3 102.5 5% 2005年4月 2008年6月

4 273.0 5% 2008年5月 2011年（予定）

5 200.0 10% 2007年6月 2010年（予定）

6 5.0 25%
A 2.0 34% 2003年12月 2005年12月

B 1.0×2 18%
2006年10月（第一地点）
2007年 2月（第二地点）

2009年1月（第一地点）
2009年3月（第二地点）（予定）

C - 26%　注２

D - 10%
           2004年～2014年　(ファンド運営期間)

注１：　CO2クレジットは京都議定書第一約束期間(2008～2012年)に対応する購入量
注２：　アジア・サブファンドを含めた出資比率は１６％となる。

タイ　籾殻発電事業　（CO2クレジット約47万ｔ契約済)注１

           2004年～2013年　(買収・売却期間)

マレーシア　パーム椰子房バイオマス発電事業

（CO2クレジット:約200万ｔ取得見込み)注１

カタール　ラスラファンＢ　（発電・海水淡水化事業）

カタール　ラスラファンＣ　（発電・海水淡水化事業）

カタール　メサイードＡ　（発電事業）

環
境
関
連
事
業

アジア　環境ファンド

海外エネルギー事業への投資実績 (2009年2月末時点) ： 総額約１４８億円 （燃料関係投資除く）　　　　当社持分出力合計 ： 約８８．３万ｋＷ

タイ　ガス火力IPP事業

メキシコ（バジャドリド）　ガス火力IPP事業発
電
事
業

米国　既設IPP分散投資事業

豪州　アデレード植林事業            2003年～2012年　(一次植林期間)

　海外エネルギー事業の展開状況 16



■ CO2削減目標

　CO2排出削減への取り組み 17

京都議定書第1約束期間（2008年度～2012年度）5か年平均で、
CO2排出原単位20％削減（1990年度比）　　　　

具体的な取り組み内容

　原子力設備利用率の向上

　高効率LNG火力の開発

　新エネルギーの導入促進

　京都メカニズムを活用した

CO2クレジットの調達
（約2,950万t-CO2　獲得済）

CO2排出原単位の推移

0.464 0.453 0.481 0.470

0.371

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

1990 2005 2006 2007 08～12
平均

手段 削減効果

新名古屋火力発電所8号系列  約100万t-CO2／年

上越火力発電所（1,2号系列）  約160万t-CO2／年

碧南火力のバイオマス混燃  約  30万t-CO2／年

メガソーラーたけとよ  約 0.34万t-CO2／年

（kg-CO2／kWh）

（年度）

主なCO2削減手段と効果

（目標）



15　新エネルギーの推進 18
■地球環境保全への取り組みとして、RPS法※に基づく新エネルギーなどの　
　 利用目標等の達成を目指す

　新エネルギー（太陽光発電、バイオマス発電、風力発電）の積極的な開発・導入

　余剰電力の積極的な購入など

最大出力
（kW）

6,000

16,000

26,000

48,000

16,000
（2,000×8基）

20,000
（2,000×10基）

18,000
（2,000×9基）

15,000
（750×20基）

80,000
（2,000×40基）

149,000

197,000

2012年度

シーテック

三重県津市・伊賀市
2003年度

2015年度

  合　計

グループ
会社

2006年2月

ウインドパーク笠取
（伊賀市上阿波地区
　および津市美里町）

2010年2月

2011年2月

ウインドパーク美里
（津市美里町）

青山高原
ウインド
ファーム

事業者 事業場所 使用開始

  自　社

御前崎（1期） 2009年8月

御前崎（2期） 2010年6月

1地点

風力発電太陽光発電

メガソーラーたけとよ

（武豊発電所敷地内）

出力 7,000kW

発電電力量 約730万kWh／年

着工年月 2009年11月

運開年月 2011年10月

CO2削減効果 3,400t-CO2／年

名称

バイオマス発電（碧南火力発電所）

混焼率 410万kWの約1.5％

発電電力量
（ﾊﾞｲｵﾏｽ発電分）

約3.2億kWh／年

運開年月 2009年度以降

CO2削減効果 30万t-CO2／年

購入契約件数 購入電力量

（件） （万kWh）

太陽光発電 72,000 15,400

風力発電 34 17,300

廃棄物発電 37 21,400

中小水力発電 6 1,000

余剰電力購入実績　（2008年度末推定実績）

2020年度末までに、約1,500台（業務用車両の約4
割）の電気自動車（プラグインハイブリット車含む）
を業務用車両として導入。　　　　　　　　　　　　　　
年間約1,500tのCO2を削減が可能。

《参考》　業務用車両への電気自動車の導入

※RPS法義務量　　2010年度 17.8億kWh
　　 　　　　　　　　　 2014年度 23.3億kWh



　販売電力量の推移 19
■販売電力量(総需要）の推移　（季節調整済　気温閏補正前）

20

30

40

50

60

70

80

90

100

110

120

1970年4月 1975年4月 1980年4月 1985年4月 1990年4月 1995年4月 2000年4月 2005年4月 (月)

（億kWh）

2年3ヶ月
73/9～75/12

1年7ヶ月
80/3～81/10

1年1ヶ月
98/8～99/9

11ヶ月
93/3～94/2

3年2ヶ月
00/10～03/12

■販売電力量（大口、電灯）の推移　（季節調整済　気温閏補正前）

0

10

20

30

40

50

1970年4月 1975年4月 1980年4月 1985年4月 1990年4月 1995年4月 2000年4月 2005年4月 (月)

(億kWh)

3年6ヶ月
73/8～77/2

3年10ヶ月
80/2～83/12

3年5ヶ月
91/7～94/12

1年8ヶ月
85/7～87/3

3年5ヶ月
97/5～00/10

3年5ヶ月
00/10～04/3

電灯

大口



発電電力量の推移 20
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3

4

3

7

41

46

52

73
67

10
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1

1

1

0
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1,000

1,200

1,400
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1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2007 2008 2009 2013 2018 （年度）

（億kWh）

原子力

石炭

LNG

石油等

水力

新エネ

（推実） （計画） （計画） （計画）

グラフ内の数値は 構成比（％） 2009年度以降、碧南火力発電所におけるバイオマス混焼分を含む
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電源 流通その他 附帯事業

（年度）

24　設備投資額の推移（個別） 21

（億円）

（推実） （計画） （計画）

1,972

1,167

3,408

4,144

6,000

7,059

4,736

1,243

2,122

2,638
2,945 3,014

最大　1993年度　7,424億円



　フリーキャッシュフローの推移（個別） 22
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(07年度) 
1.8

(98年度)
4.9
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■自己資本比率

（年度末）

（倍）

■D／Eレシオ

（年度）

2007

(07年度)
29.8%

(98年度)
14.8%
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　株主還元の推移（個別） 25

N/A N/A

2008
（予想）

■自己株式取得の実績

■配当金・配当性向の推移

（年度）

期間 取得株式数(千株) 買付総額（百万円） 使  途

1998年度 21,858
～1999年度 〔2,186円〕

2003年度 26,791
～2004年度 〔2,228円〕

9,999
〔3,176円〕

 〔  〕内は、平均取得単価

3,1492007年度 消却

10,000 消却

12,026
転換社債(2006.3償還)の転換に充当
（転換価額 2,484円）

（円／株）



１　

当資料取扱上のご注意

　当資料に記載の将来の計画や見通し等は、現在入手可能な情報に基づき、計画のもとになる
前提、予想を含んだ内容を記載しております。

　これらの将来の計画や見通し等は、潜在的なリスクや不確実性が含まれており、今後の事業領
域を取りまく経済状況、市場の動向等により、実際の結果とは異なる場合がございますので、ご
承知おきいただきますようお願い申し上げます。

　また、当資料の内容につきましては細心の注意を払っておりますが、掲載された情報の誤りお
よび当資料に掲載された情報に基づいて被ったいかなる損害についても、当社は一切責任を負
いかねます。











2009年経営計画

説明会

2009年3月
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Ⅰ　経営課題



















世界的な景気悪化

燃料価格の乱高下

　地球温暖化問題

		大口電力は、機械や鉄鋼等の生産　減の影響などから大幅な減少傾向　（現在は在庫調整による極端な減少）



		中部地域は国際競争力の高い　　　企業が集積しており、景気回復時　　の瞬発力は高い



		近年の乱高下により、燃料価格は　極めてボラティリティが高いことを　　再認識



		再び高騰に転じた場合、火力発電　比率の高い当社は、価格競争力が　低下



　

(億kWh)

1,500

1,300

500

900

1,100

700

		浜岡1,2号運転終了などにより原　子力発電電力量の減少　　　　　　



		CO2排出削減必要量増加



		









　0.371

（5ヵ年平均目標）

使用電力量

CO2排出量

CO2排出原単位

(今回計画)

削減必要量

998

0.464

4,631

0.470

1,375

6,467

(kg-CO2/kWh)

(万t-CO2)

（％）

１

　経営を取り巻く環境

1

販売電力量の推移（対前年増加率）

全日本通関CIF価格の推移

CO2排出原単位の削減

2月



















　　　　エネルギーに関する

　ソリューション提案活動の推進





LNG火力機

一層の

効率性向上

原子力比率

向　上

LNG設備増強

■設備基盤強化

■積極的な販売活動の展開

		 『環境性』『経済性』に優れたヒートポンプ機器の積極的な推奨活動の展開

		ガス,LNG販売およびオンサイトエネルギーサービスの提供



　　オール電化の推進



「エコキュート」を

                効果的に訴求



お客さまの多様なニーズに対応

　コスト削減　　　　　　　　　環境負荷低減

　電力の高品質化　　　　　ｴﾈﾙｷﾞｰ設備管理

2

　重点課題

2

《家庭向け》

《ビジネス向け》















■営業キャッシュフローの配分方針

		　『電力の安定供給に不可欠な投資』および『株主への安定配当』に優先的に配分



		  そのうえで 『事業成長、発展のための戦略的投資』・『財務体質の改善』などに、



　　内容やバランスを十分に考慮して配分

営　業　キ　ャ　ッ　シ　ュ　フ　ロ　ー

3

電力の安定供給に

不可欠な投資

安定配当　　　　　 一株当たり 年間 60円

財務体質の改善等

戦略的投資

　経営成果活用の基本方針

3

　株主還元の考え方

　現行（1株当たり年間60円）の配当水準の維持に努めていくことを基本とし、適時適切な利益　還元の視点から、引き続き、財務状況や市場動向等を見極めながら、自己株式の取得を機　動的に実施













Ⅱ　供給計画













		 販売電力量は2018年度で1,465億kWhと計画、年平均伸び率は0.7％（気温閏補正後）



　　・　電灯需要は堅調に推移、特定規模需要は2009年度を底にして回復に向かうと想定

　　　　→　販売電力量が2007年度水準までに回復するのは、2013年度（5年後）の見通し

		 最大電力は2018年度で2,855万kWと計画、年平均伸び率は0.6％（気温補正後）



■電力需要見通し

■販売計画の概要

4

　販売計画

4













■主要電源設備計画　（2009～2018年度に424万kW ＋ 浜岡6号140万kW級）

■電源構成

●　浜岡1,2号の運転を終了（2009年1月30日廃止）し、そのリプレースとして浜岡6号の建設を計画　 ●　上越2号系列2-2号の開発を3年程度前倒し （運開 ： 2017年7月 → 2014年5月）

※　2009年度以降、碧南火力発電所におけるバイオマス混焼分を含む。

供給予備率（10.6％）　　    （14.3％）　　　 　（9.8％）　　　　  （9.0％）

（万kW）

原子力

石炭

LNG

石油

水力

原子力

石炭

LNG

石油等

水力

 新エネ

電源設備構成

発電電力量構成

※

（億kWh）

　設備計画（電源）

5













■流通設備計画

		　新技術の導入や保安設備の高度化等による効率化を進めながら、安定供給の確保のために、　　　　計画的な流通設備の建設を実施

		  需要拡大期に形成した設備の高経年化もふまえ、中長期的な視点から計画的かつ着実に流通　　　  設備の改修を実施



■LNG設備増強計画

		 安定的かつ柔軟なLNG調達を支える設備面の強化



　設備計画（流通設備等）

6













8

　設備投資額（個別）

7













Ⅲ　販売目標













家庭用分野　  　　　　　「オール電化住宅の累計60万戸突破」　　 　　　　　　　業務用・産業用分野　 「厨房・空調などの電化推進による80万kWの需要創出」

《参考》　年度別オール電化住宅採用件数

■販売目標　  2010年度までに、

■オール電化住宅採用状況

　電気の販売目標

8













2010年度三事業合計 450億円程度　　　　　　　　（2008年度推定実績　400億円程度）

　中部電力<附帯事業>　　　　　　　　　

自社導管による

　ガス販売事業　　　　　　　　　　　　　　　　　

6

6

■売上高目標

		　環境意識の高まりなどを背景に、　　　これまでの分野を越えたエネルギー　　市場が形成されている



		　時流に応じ、総合マネジメントのもと　に三事業を展開



　ガス、LNG及びｵﾝｻｲﾄｴﾈﾙｷﾞｰ事業の目標

9

エル・エヌ・ジー中部　       北陸エルネス

ﾀﾝｸﾛｰﾘｰによる

LNG販売事業                                 　

（年度）

中　部　電　力　（エネルギー事業部）

　シーエナジー

　

オンサイト

　エネルギー事業　　　　　　　　　　　　













Ⅳ　補足













　原子力発電計画

10

合計　約305万kＷ













14

1号機

6号機

取水塔

■浜岡原子力発電所リプレース計画

■概要図

		 1,2号機の運転を終了し、そのリプレースとして6号機の建設を計画

		 敷地内に使用済燃料乾式貯蔵施設の建設を計画



■リプレース計画の期間

　浜岡原子力発電所リプレース計画

11





























3号機

4号機

5号機

6号機

使用済燃料

　乾式貯蔵施設

2号機

取水塔

1号機

取水塔

1･2号機放水口

2号機取水槽

1号機取水槽

1･2号機

共用排気筒

2号機

6号機

排気筒

6号機

放水口

6号機

取水槽





















15

　高効率LNG火力発電所の開発

12













15

　新名古屋LNG火力発電所8号系列

13













15

　上越LNG火力発電所計画

14

新潟県上越市内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2009年3月現在　（進捗率13％）

本館・発電施設基礎

２－１

１－２

１－１

 No.1 LNGタンク

 No.2 LNGタンク

 No.3 LNGタンク基礎

  煙突基礎

２－２









知多地区ＬＮＧ事業所基地

東邦ガス（株）

四日市工場

中部電力（株）

川越火力発電所

②伊勢湾横断

　ガスパイプライン敷設

(赤点線　　は東邦ガス分)

①LNGタンク増設　　　　&LNG受入桟橋増強

③LNG第二桟橋増強

16

　LNG設備増強計画

		　安定的かつ柔軟なLNG調達を支える設備の強化



15









　海外エネルギー事業の展開状況

16













■ CO2削減目標

　CO2排出削減への取り組み

17

京都議定書第1約束期間（2008年度～2012年度）5か年平均で、CO2排出原単位20％削減（1990年度比）　　　　



具体的な取り組み内容

		　原子力設備利用率の向上



		　高効率LNG火力の開発



		　新エネルギーの導入促進



		　京都メカニズムを活用した



CO2クレジットの調達

（約2,950万t-CO2　獲得済）

（kg-CO2／kWh）

（年度）

主なCO2削減手段と効果

（目標）













15

　新エネルギーの推進

18

■地球環境保全への取り組みとして、RPS法※に基づく新エネルギーなどの　　 利用目標等の達成を目指す

		　新エネルギー（太陽光発電、バイオマス発電、風力発電）の積極的な開発・導入

		　余剰電力の積極的な購入など



風力発電

太陽光発電

バイオマス発電（碧南火力発電所）

余剰電力購入実績　（2008年度末推定実績）

《参考》　業務用車両への電気自動車の導入

2020年度末までに、約1,500台（業務用車両の約4割）の電気自動車（プラグインハイブリット車含む）を業務用車両として導入。　　　　　　　　　　　　　　年間約1,500tのCO2を削減が可能。

※RPS法義務量　　2010年度 17.8億kWh　　 　　　　　　　　　  2014年度 23.3億kWh













　販売電力量の推移

19

■販売電力量(総需要）の推移　（季節調整済　気温閏補正前）

■販売電力量（大口、電灯）の推移　（季節調整済　気温閏補正前）









発電電力量の推移

20

グラフ内の数値は 構成比（％）

2009年度以降、碧南火力発電所におけるバイオマス混焼分を含む









24

（年度）

　設備投資額の推移（個別）

21

（億円）

（推実）

（計画）

（計画）

1,972

1,167

3,408

4,144

6,000

7,059

4,736

1,243

2,122

2,638

2,945

3,014

最大　1993年度　7,424億円









　フリーキャッシュフローの推移（個別）

22

（億円）

（年度）

2007









　自己資本比率の推移（個別）

23

(07年度) 

1.8

(98年度)

4.9



2007

■自己資本比率

（年度末）

（倍）

■D／Eレシオ

（年度）

2007

(07年度)

29.8%

(98年度)

14.8%









　経常利益・経常費用の推移（個別）

24









　株主還元の推移（個別）

25

N/A

N/A

2008

（予想）

■自己株式取得の実績

■配当金・配当性向の推移

（年度）

（円／株）













１

　

当資料取扱上のご注意



　当資料に記載の将来の計画や見通し等は、現在入手可能な情報に基づき、計画のもとになる前提、予想を含んだ内容を記載しております。



　これらの将来の計画や見通し等は、潜在的なリスクや不確実性が含まれており、今後の事業領域を取りまく経済状況、市場の動向等により、実際の結果とは異なる場合がございますので、ご承知おきいただきますようお願い申し上げます。



　また、当資料の内容につきましては細心の注意を払っておりますが、掲載された情報の誤りおよび当資料に掲載された情報に基づいて被ったいかなる損害についても、当社は一切責任を負いかねます。



















3,000


4,000


5,000


6,000


7,000


8,000


1990年度2000年度2007年度2012年度


0.3


0.4


0.5


0.6


0.7


(億kWh,万kW,%)


年平均増加率


(2007-18年度)


電　灯3613663703914121.2 （1.3）


低圧電力5451484643▲2.0 (▲1.6）


その他電力1918181615▲2.3 (▲2.3）


4344354364534700.7 （0.8）


9418968699239950.5 （0.6）


1,3751,3311,3051,3761,4650.6 （0.7）


2,6992,7112,6342,7312,8550.5 <0.6>


（注）（　）内は気温閏補正後、<　>内は気温補正後


2013年度


(計画)


最大電力（送電端）


販売電力量合計


2018年度


(計画)





特定規模需要以外の需要


特定規模需要





2007年度


(実績)


2008年度


(推実)


2009年度


(計画)


ガスおよびLNG販売量の推移


7


15


16


9


22
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25


1


7


5


0
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60


2002200320042005200620072008(推実)


（万t）


ガス販売（中部電力）


ﾀﾝｸﾛｰﾘｰによるLNG販売


（ｴﾙ･ｴﾇ･ｼﾞｰ中部、北陸ｴﾙﾈｽ）


5


811


27


36


45


48


削減目標


2008～2012年度の5カ年平均で使用電力量


当たりのＣＯ


2


排出量を1990年度比で20%削減


今回前回


1,4481,466





億kWh





億kWh


2,8302,853


万kW万kW


最


大


電


力


販


売


電


力


量


前回計画との差


(2017年度時点)


前回差　▲18億kWh


前回比　▲1.2％


前回差　▲23万kW


前回比　▲0.8％


件名概要着工年月完工年月


伊勢湾横断ガスパイプライン川越火力発電所～知多地区LNG基地間　約13.0km2008年4月　2013年度頃


川越LNGタンク増設タンク容量18万㎥2基2007年12月　2012年度頃


知多LNG第二桟橋増強20万㎥超級LNG船が接岸可能2008年5月　2009年度


川越LNG受入桟橋増強20万㎥超級LNG船が接岸可能2009年度後半　2010年度頃


地点名・名称出力着工年月運開年月


浜岡6号140万kW級2015年度（予定）2018年から5年程度以内（目標）


上越1号系列（1-1,1-2号）119万kW2007年3月2012年7月　2013年1月


上越2号系列2-1号59.5万kW2008年4月2013年7月


上越2号系列2-2号59.5万kW2010年2月2014年5月


徳山15.34万kW2008年9月2014年度


御前崎 （1期　2期）0.6万kW　1.6万kW2007年10月　2009年6月2009年8月　2010年6月


1地点2.6万kW2011年度2012年度


太陽光メガソーラーたけとよ0.7万kW2009年11月2011年10月


大間20.5/138.3万kW2008年5月2014年11月


敦賀3号72.3/153.8万kW2010年10月2016年3月


敦賀4号72.3/153.8万kW2010年10月2017年3月


原子力


他


社


風力


新エネ


自


社


火力（LNG）


原子力


水力


27.1


32.6


35.7


29.8


30.8


30.5


6.3


7.4


4.4


0


10


20


30


40


50


60


70


80


2006年度2007年度2009.2末


(千戸)既築新築戸建新築集合


(45％)


(40％)


(49%)


　(　)内は新築戸建着工件数に占める採用割合　　　※2009年1月末


※


（億円）


2007年度2008年度2009年度2010年度


（実績）（推実）（計画）（計画）


9861,1691,3131,387


送電280370383353


変電164223318380


配電301424353328


7451,0171,0541,061


323417508516


2,0542,6032,8752,964


68357050


2,1222,6382,9453,014





電源


原子燃料他


電気事業


附帯事業


総合計


流通


(採用戸数累計)


455


384


313


250


195


160


137


120


109


0


50


100
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300


350


400


450


500


2000200120022003200420052006200709.2末


（年度）


（千戸）


1年9ヶ月


1年5ヶ月


5年1ヶ月


10万戸


(2000.3)


40万戸突破


(2008.6)


20万戸


(2005.4)


30万戸


(2007.1)


14%


11%11%11%


11%


12%13%13%


43%


44%


41%41%


14%


15%


16%16%


18%


18%


19%19%


0 


1,000 


2,000 


3,000 


4,000 


2008年度2009年度2013年度2018年度


26%


20%


20%


17%


20%


21%


23%


24%


42%


46%


44%


46%


5%


4%


3%


3%


8%


9%


8%


8%


1%


1%


1%


 


0 


500 


1,000 


1,500 


2008年度2009年度2013年度2018年度


件名規模着工年月完工年月


275kV上越火力線63km2007年3月2011年6月


275kV駿河東清水線16km1996年12月2014年3月


500kV中部関西第二連系線2km2014年3月2016年6月


500kV第二連系開閉所-2013年1月2016年6月


500kV三岐幹線第二連系（開）π引込1km2014年3月2016年6月


275kV東清水変電所50万kVA2014年3月


2014年12月


2006年3月一部使用


送電設備


東清水（変）FC30万kW


変電設備1995年9月


新設住宅着工数　対前年増減率(％,戸)


2008/42008/52008/62008/72008/82008/92008/102008/112008/122009/1


▲ 0.16.1▲ 8.25.745.748.411.7▲ 19.2▲ 8.9▲ 4.3


3,5382,7552,3452,5293,1002,8303,7253,3403,8614,173


首都圏▲ 16.7▲ 1.5▲ 6.521.777.2101.040.919.03.8▲ 19.4


近畿圏33.8▲ 30.5▲ 30.121.937.451.124.63.1▲ 8.3▲ 23.7


中部圏の下段は、月別新築オール電化戸数


オール電化普及率（対電灯契約）


年度200020012002200320042005200620072009.2


普及率1.6%1.8%2.0%2.3%2.8%3.4%4.2%5.1%6.0%


中部圏


-40


-30


-20


-10


0


10


1月


2007年


1月


2008年


1月


2009年


大口計機械販売電力計


2014年度2015年度2016年度2018年～


 


 


浜岡6号


 


 


 


大間敦賀3号敦賀4号


　


（電源開発）（日本原子力発電）（日本原子力発電）


　


20.5万kW72.3万kW72.3万kW　


出力：138.3万kW出力：153.8万kW出力：153.8万kW


　


2014年11月～2016年3月～2017年3月～　


140万kW級


自社開発


140万kW


他社電源


165.1万kW


    2018年から


   5年程度以内


      （目標）


　設　備　概　要


 2008年12月2018年


6号機の建設


1,2号機の廃止措置


使用済燃料


乾式貯蔵施設の建設


改良型沸騰水型軽水炉


（ABWR）


140万kW級


沸騰水型軽水炉（BWR）


1号機：54万kW


2号機：84万kW


乾式貯蔵方式


約700トン・ウラン規模


約60m×50m×（高さ）25ｍ


◆廃止措置計画の検討


　　　　　　　　　　　　　　　◆着工


　　　　　　　　　　　　　　　　　　2015年(予定)


◆地質調査　　　◆着工


◆使用開始


　　2016年度(目標）


◆運転開始


　　2018年から5年程度以内（目標）


2005200620072008200920102011201220132014


（年）


新名古屋火力8号系列


153.4万kW　熱効率58％


▼'05/7月着工


　  　　　▲'08/4月～10月運開


上越火力1号系列


119


万kW　熱効率57％


▼'07/3月着工


　  ▼1-1号'12/7月運開


　  ▲1-2号'13/1月運開


上越火力2号系列2-1号


59.5


万kW　熱効率57％


▼'08/4月着工


 ▲'13/7月運開


上越火力2号系列2-2号


59.5


万kW　熱効率57％


▼'10/2月着工


　  '14/5月運開 ▲


出力運開年月熱効率LNG削減効果CO


2


削減効果


約35万ｔ／年約100万t-CO


2


／年58%153.4万kW2008年10月


2007-2010年度


目標値


進捗


（2009年2月末実績）


進捗率進捗の状況


オール電化


60万戸


（28.7万戸）


45.5万戸


（14.2万戸）


-


(49%)


「電気ならでは」の快適な生活について認知・評価された


ことにより、順調に進捗


電化厨房・空調80万kW42.3万kW53％


お客さまニーズに合った最適なシステムの提案について


評価を得ることができたこと等により、順調な進捗


（　）内数値は2007－2010年度期間中の増分


ユニット出力着工年月運開年月　熱効率LNG削減効果CO


2


削減効果


2012年7月［1-1］


2013年1月［1-2］


2号系列2-1号59.5万kW2008年4月2013年7月


2号系列2-2号59.5万kW2010年2月2014年5月


57%約60万ｔ／年約160万t-CO


2


／年


1号系列119万kW2007年3月


件名概要着工年月完工年月


川越LNGタンク増設タンク容量18万㎥2基2007年12月2012年度頃


川越LNG受入桟橋増強20万㎥超級LNG船が接岸可能2009年度後半2010年度頃


②


伊勢湾横断ガスパイプライン川越火力発電所～知多地区LNG基地間　約13.0km2008年4月2013年度頃


③


知多LNG第二桟橋増強20万㎥超級LNG船が接岸可能2008年5月2009年度


①


0
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1月


2007年


1月


2008年


1月


2009年


0


5


10


15


20


原油　千円/ｋｌ (左目盛)


ＬＮＧ  千円/ｔ  (左目盛)


石炭　千円/ｔ  (右目盛)


現　在桟橋増強後


12～14万ｍ


3


（約5.4万ｔ～6.3万ｔ）


20万ｍ


3


超


（約9万ｔ超）


出　力


（万ｋＷ）


当社出資


割合


着工時期運開時期


1


140.015%


2006年2月2008年6月


2


52.550%


2004年4月2006年6月


3


102.55%


2005年4月2008年6月


4


273.05%


2008年5月2011年（予定）


5


200.010%


2007年6月2010年（予定）


6


5.025%


A


2.034%


2003年12月2005年12月


B


1.0×218%


2006年10月（第一地点）


2007年 2月（第二地点）


2009年1月（第一地点）


2009年3月（第二地点）（予定）


C


-26%　


注２


D


-10%


           2004年～2014年　(ファンド運営期間)





注１：　CO2クレジットは京都議定書第一約束期間(2008～2012年)に対応する購入量


注２：　アジア・サブファンドを含めた出資比率は１６％となる。


タイ　籾殻発電事業　（CO


2


クレジット約47万ｔ契約済)


注１


           2004年～2013年　(買収・売却期間)


マレーシア　パーム椰子房バイオマス発電事業


（CO


2


クレジット:約200万ｔ取得見込み)


注１


カタール　ラスラファンＢ　（発電・海水淡水化事業）


カタール　ラスラファンＣ　（発電・海水淡水化事業）


カタール　メサイードＡ　（発電事業）


環


境


関


連


事


業


アジア　環境ファンド


海外エネルギー事業への投資実績 (2009年2月末時点) ： 総額約１４８億円 （燃料関係投資除く）　　　　当社持分出力合計 ： 約８８．３万ｋＷ





タイ　ガス火力IPP事業


メキシコ（バジャドリド）　ガス火力IPP事業


発


電


事


業


米国　既設IPP分散投資事業


豪州　アデレード植林事業           2003年～2012年　(一次植林期間)
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排出原単位の推移
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手段削減効果


新名古屋火力発電所8号系列 約100万t-CO


2


／年


上越火力発電所（1,2号系列） 約160万t-CO


2


／年


碧南火力のバイオマス混燃 約  30万t-CO


2


／年


メガソーラーたけとよ 約 0.34万t-CO


2


／年


最大出力
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シーテック





三重県津市・伊賀市


2003年度


2015年度


  合　計


グループ


会社


2006年2月


ウインドパーク笠取


（伊賀市上阿波地区


　および津市美里町）


2010年2月


2011年2月


ウインドパーク美里


（津市美里町）


青山高原


ウインド


ファーム


事業者事業場所使用開始


  自　社


御前崎（1期）2009年8月


御前崎（2期）2010年6月


1地点


メガソーラーたけとよ


（武豊発電所敷地内）


出力7,000kW


発電電力量約730万kWh／年


着工年月2009年11月


運開年月2011年10月


CO2削減効果3,400t-CO


2


／年


名称


混焼率410万kWの約1.5％


発電電力量


（ﾊﾞｲｵﾏｽ発電分）


約3.2億kWh／年


運開年月2009年度以降


CO2削減効果30万t-CO


2


／年


購入契約件数購入電力量


（件）（万kWh）


太陽光発電72,00015,400


風力発電3417,300


廃棄物発電3721,400


中小水力発電61,000
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電源流通その他附帯事業


（億円）


197019751980198519901995200020052007200820092010


電源3746668191,6522,3683,0802,14480704804675746


流通他6218371,2931,2691,8822,2511,044312429491507498


9951,5032,1122,9214,2505,3313,1883921,1331,2951,1821,244


1563508309061,4941,3751,1234736751,0291,3491,360


（％）


電源384439575658672062625760


流通他625661434442338038384340


868172767479744563564748


141928242621265537445352改良
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FCF(1987年度より表示)


「減価償却費」－「設備投資」


(年度)19701971197219731974197519761977


和暦4546474849505152


設備投資（＝工事資金）百万円116,727160,053138,713149,404177,917197,298263,441278,676


減価償却費百万円39,09847,56454,01546,29543,76448,83175,62562,689


「減価償却費」－「設備投資」百万円▲ 77,629▲ 112,489▲ 84,698▲ 103,109▲ 134,153▲ 148,467▲ 187,816▲ 215,987


FCF(1987年度より表示)百万円


(年度)19781979198019811982198319841985


和暦5354555657585960


設備投資（＝工事資金）百万円300,433308,641340,882352,797376,032311,924305,944414,447


減価償却費百万円111,54097,272130,727147,435148,887154,794156,983154,999


「減価償却費」－「設備投資」百万円▲ 188,893▲ 211,369▲ 210,155▲ 205,362▲ 227,145▲ 157,130▲ 148,961▲ 259,448


FCF(1987年度より表示)百万円


(年度)19861987198819891990199119921993


和暦61626312345


設備投資（＝工事資金）百万円510,402540,200549,913585,970600,098695,803694,306742,414


減価償却費百万円169,471234,463270,685277,542292,918303,008327,445373,959


「減価償却費」－「設備投資」百万円▲ 340,931▲ 305,737▲ 279,228▲ 308,428▲ 307,180▲ 392,795▲ 366,861▲ 368,455


FCF(1987年度より表示)百万円▲ 243,509▲ 107,570▲ 195,066▲ 238,857▲ 209,505▲ 236,312▲ 206,498


(年度)19941995199619971998199920002001


和暦678910111213


設備投資（＝工事資金）百万円721,338705,914659,806562,731436,962461,385472,883345,519


減価償却費百万円405,543407,470451,101459,737464,703425,765416,329418,503


「減価償却費」－「設備投資」百万円▲ 315,795▲ 298,444▲ 208,705▲ 102,99427,741▲ 35,620▲ 56,55472,984


FCF(1987年度より表示)百万円▲ 147,237▲ 181,828▲ 93,50669,99532,74664,65790,100191,200


(年度)200220032004200520062007


和暦141516171819


設備投資（＝工事資金）百万円264,707215,854123,638116,960144,252205,415


減価償却費百万円389,054351,577384,841330,272299,825300,773


「減価償却費」－「設備投資」百万円124,347135,723261,203213,312155,57395,358


FCF(1987年度より表示)百万円229,000376,700426,000142,800237,400189,400
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配当性向（右軸）


一株あたり配当金（左軸）


期間取得株式数(千株)買付総額（百万円）使  途


1998年度21,858


～1999年度〔2,186円〕


2003年度26,791


～2004年度〔2,228円〕


9,999


〔3,176円〕


 〔  〕内は、平均取得単価


3,1492007年度消却


10,000消却


12,026


転換社債(2006.3償還)の転換に充当


（転換価額 2,484円）


〇減配について


中間期末


年度合計


1973(S48）252045秋～第一次石油ショック。下期に創業以来初の(半期）損失計上　（経常損失・当期損失）


1974(S49）202040第一次石油ショックによる経営圧迫。


1975(S50)252045上期は気象条件に恵まれたことなどから復配。下期は再び減配。


1976(S51)202545上期は設備関連費の増加や燃料費の高騰などにより減配。下期は改定電気料金が寄与し復配。


1979(S54)151530第二次石油ショック（1978年秋～）による、通期初の当期損失(２４０億円)計上にともない減配。


〇当時の料金改定


6月＋71.79％の値上げ


8月＋22.47％の値上げ


4月＋50.49％の値上げ


1974(S49）


1976(S51）


1980(S55）


一株あたり配当金（左軸）


年度減配理由（事業報告書に記載された減配理由の抜粋）


UNKNOWN-0.unknown



UNKNOWN-1.unknown



UNKNOWN-2.unknown



UNKNOWN-3.unknown



UNKNOWN-4.unknown



UNKNOWN-5.unknown



UNKNOWN-6.unknown



UNKNOWN-7.unknown



UNKNOWN-8.unknown



UNKNOWN-9.unknown



UNKNOWN-10.unknown



UNKNOWN-11.unknown



UNKNOWN-12.unknown



UNKNOWN-13.unknown



UNKNOWN-14.unknown



UNKNOWN-15.unknown



UNKNOWN-16.unknown



UNKNOWN-17.unknown



UNKNOWN-18.unknown



UNKNOWN-19.unknown



UNKNOWN-20.unknown



UNKNOWN-21.unknown



UNKNOWN-22.unknown



UNKNOWN-23.unknown



UNKNOWN-24.unknown



UNKNOWN-25.unknown



UNKNOWN-26.unknown



UNKNOWN-27.unknown



UNKNOWN-28.unknown



UNKNOWN-29.unknown



UNKNOWN-30.unknown



UNKNOWN-31.unknown



UNKNOWN-32.unknown



UNKNOWN-33.unknown



UNKNOWN-34.unknown



UNKNOWN-35.unknown



UNKNOWN-36.unknown



UNKNOWN-37.unknown



UNKNOWN-38.unknown



UNKNOWN-39.unknown



UNKNOWN-40.unknown



UNKNOWN-41.unknown



UNKNOWN-42.unknown



UNKNOWN-43.unknown



UNKNOWN-44.unknown



UNKNOWN-45.unknown



UNKNOWN-46.unknown



UNKNOWN-47.unknown



UNKNOWN-48.unknown



UNKNOWN-49.unknown



UNKNOWN-50.unknown



UNKNOWN-51.unknown



UNKNOWN-52.unknown



UNKNOWN-53.unknown



UNKNOWN-54.unknown



UNKNOWN-55.unknown



UNKNOWN-56.unknown



UNKNOWN-57.unknown



UNKNOWN-58.unknown



UNKNOWN-59.unknown



UNKNOWN-60.unknown



UNKNOWN-61.unknown



UNKNOWN-62.unknown



UNKNOWN-63.unknown



UNKNOWN-64.unknown



UNKNOWN-65.unknown



UNKNOWN-66.unknown



UNKNOWN-67.unknown



UNKNOWN-68.unknown







